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１． 17 年 6 月中間期の連結業績（平成 17 年 1 月 1 日～平成 17 年 6 月 30 日） 
(1) 連結経営成績 
 売 上 高     営業利益 経常利益 
 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 
17 年 6 月中間期 
16 年 6 月中間期 

33,552      △0.8  
33,819      △5.5  

788     △13.9  
 915       32.3  

555     △18.8  
684       41.1  

16 年 12 月期 70,378        ―   2,004       ―    1,523       ―    
 

 中間(当期)純利益 １株当たり中間 
(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当 
たり中間(当期)純利益 

 百万円    ％ 円  銭 円  銭 
17 年 6 月中間期 
16 年 6 月中間期 

62      △8.2  
68      333.8  

2   42 
2   64 

―      
―      

16 年 12 月期 172        ―   6   63 ―      
(注)①持分法投資損益     17 年 6 月中間期 ― 百万円 16 年 6 月中間期  ― 百万円 16 年 12 月期 ― 百万円 
    ②期中平均株式数(連結)  17 年 6 月中間期 25,980,739 株    16 年 6 月中間期 25,984,036 株 

  16 年 12 月期    25,983,291 株 
    ③会計処理の方法の変更  無 
    ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)連結財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 百万円 百万円 ％ 円   銭 
17 年 6 月中間期 
16 年 6 月中間期 

49,517     
47,077     

1,463     
1,317     

3.0  
2.8  

56    32  
50    71  

16 年 12 月期 50,444     1,395     2.8  53    72  
(注)期末発行済株式数（連結）17 年 6 月中間期 25,980,161 株    16 年 6 月中間期 25,983,220 株 

      16 年 12 月期   25,981,367 株 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円 
17 年 6 月中間期 
16 年 6 月中間期 

2,536     
△1,559     

83     
438     

△1,840     
1,654     

2,673     
2,340     

16 年 12 月期 418     620     △951     1,893     
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
   連結子会社数  １社  持分法適用非連結子会社数  ０社  持分法適用関連会社数  ０社 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
   連結 (新規)  ０社   (除外)  ０社    持分法 (新規)  ０社   (除外)  ０社 
 
２．17 年 12 月期の連結業績予想（平成 17 年 1 月 1日～平成 17 年 12 月 31 日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 
 百万円 百万円 百万円 
通   期 66,000 1,520 120 

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）   4 円 62 銭 

※ 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
※ 上記業績予想に関する事項は、添付書類の 3、4、7 ページを参照してください。 



１． 企業集団の状況

（１） 事業の内容　

　当グループは、当社および子会社1社で構成され、建設事業および不動産事業等（不動産事業および建設関

連事業）の事業活動を展開しております。

　当グループの事業に係わる位置付けは、次のとおりであります。

建設事業は、当社および連結子会社の㈱建創が行っております。

不動産事業等は、当社が行っております。

　事業の系統図は次のとおりであります。

　工事施工 　不動産の売買・賃貸・その他

工事施工 　　工事施工 　工事施工

連結子会社

　　㈱建 創

（２） 関係会社の状況　
（連結子会社）

摘　要
　　百万円 ％

㈱建創  当社より工事を発注
 しております。

（その他の関係会社）

㈱鴻池組  当社と人材派遣、購
 買協力等の業務提携
 をしております。

鳳ホールディングス㈱ 建設事業・不動産  当社のその他の関係 ※
事業等を営む会社  会社である㈱鴻池組の
の株式所有による  完全親会社であります。
支配・管理

（注）1 ※は有価証券報告書を提出しております。
　　　2 議決権の被所有割合の（　）内は、間接被所有割合で内数であります。

建 設 事 業

不動産事業等

得　　　　　　　　意　　　　　　　　先

議決権の所有又主要な事業

建　　設　　事　　業

当　　　　　　　　　　　　　　　社

建　　設　　事　　業 不　動　産　事　業　等

関　係　内　容

中央区 　　　　　　　（35.3）

総合建設業 （被所有）　35.3

40

住　所

神戸市

大阪市

資本金 の内容 は被所有割合名　　　　称

中央区

（所有）　100建設事業

20,000

中央区

大阪市 22,000 （被所有）　35.3
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（ａ）　

（ｂ）　

（ｃ）　

平成17年度は、｢経営改善計画｣の最終年度として引き続き有利子負債の圧縮に

また、引き続き経営のスリム化に努め、正社員数は前期末の439名から当中間期末

15 拠点といたしまし た 。

431名と 8名削減いたしました。営業拠点につきましては当中間期に1拠点削減し、
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２ ．経営方針

会社の経営の基本方針

当社グループは、「建設事業を通じて新たな価値を創造し、社会に貢献することを

誇りとする。」ことを基本理念としております。その実現のためグループの総力をも

を図った結果、自己資本が過少になっておりますので当面は自己資本の充実を図る

中長期的な会社の経営戦略

得意先の満足と信頼を得ることでグループの業績の安定した発展を図ることを目指し

て お り ま す 。

早期の復配に向け全社一丸となって「経営改善計画」の達成に取組む所存でござい

こととし、今期も引き続き無配とさせていただきたいと存じます。

って、社会のニーズに豊かな発想で応え、企画力・技術力・組織力と誠実をもってお

しかしながら、「経営改善計画」に基づき平成14年12月期に抜本的な財務の健全化

会社の利益配分に関する基本方針

基本に考えております。

ま す 。

当社は、企業体質の強化に重点を置きつつ安定的な利益配当を行っていくことを

地域特化型（リージョナル）ゼネコンへの転換、②事業拠点や人員のスリム化及び聖域なき

３点を基本方針としており、各年度毎に目標値を定めて推進しております。

平成14年度に債務免除によるご支援と本業利益を処理原資として不良資産を一掃し

（平成15年から平成17年まで）を策定し、その達成に邁進しております。｢経営改善計画｣は

当社は、長期的に競争力を維持していくためには財務体質を早急かつ抜本的に

①｢選択と集中｣により事業構造を抜本的に見直し当社の得意分野を中核とする筋肉質の

コスト削減、③不良資産の一掃や有利子負債の圧縮等による抜本的財務体質の健全化の

健全化することが何よりも重要であると判断して、平成14年8月30日に｢経営改善計画｣

減損会計への対応も概ね完了するとともに、第三者割当増資により資本を増強いたしました。

努め、中間期末有利子負債残高は 179 億円となりました。



（単位：億円）

（注） 数値は、いずれも個別ベースであります。

（ｄ）　

 ①会社の機関の内容

・

・

179 

500              

150              

650              

480              

170              

650              

650              

22                

15                

333 

22 

7 

5 

22 

15 

196 

252 

72 

324 

241 

91 

332 

0 

430 

120 

550 

48 

実　績

12月期

見　込

550 

0 

550 

当社は監査役制度採用会社であり、現在3名の監査役のうち2名が社外監査役であ

ガバナンス体制の状況

（ コーポレー ト ・ ガバナンスに関する基本的な考え方 ）

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況

（1）会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・

330 

20 

750 

経常利益

有利子負債

売上総利益

991 

建
設
事
業 計

992 

当社は、社業を通じて新たな価値を創造し社会に貢献することにより、顧客、株主、

性等に関し、専門知識に基づいた監査を行っております。

取引先、及び地域社会等の満足と信頼を得ることを経営の基本方針としております。

（ コーポレー ト ・ ガバナンスに関する施策の実施状況 ）

③法令等の遵守

②公正、公平かつ健全な企業の行動と運営

①迅速で的確な経営の意思決定と執行

が経営上の重要な課題であると認識しております。

売上高

計

92 

建築

18 

536 

214 

計

不動産事業等

土木 322 

1 

509 

629 

132 224 

823 

669 

768 

67 

697 

51 

実　績

482 430 

120 

計　画

土木

受注高 建築 599 

12月期

平成16年

12月期 12月期

平成14年 平成17年度

中間期

実　績

12月期

実　績

225 196 

15 

こ れ を 実 現 す る た め に

営業利益 37 26 

20 

20 

187 

696 

1 

平成15年

「経営改善計画」の主要数値の当中間期の状況は下記の通りです。

147 
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470 

602 

ります。社外監査役には弁護士及び公認会計士を選任し、取締役の業務執行の適法

0 

―

―

取締役会は毎月1回、その他必要に応じて開催し、経営の意思決定機関として、5名

の取締役により法定事項を協議決定するとともに、経営の基本方針ならびに経営に

関する重要な事項の決定と、業務執行状況の監督を行っております。



・

・

 ②内部統制システム、リスク管理体制の整備の状況

・

・

 ③内部監査及び監査役監査、会計監査の状況

・

・

・

・

・

画に基づいた監査を行っております。監査役会は毎月１回、その他必要に応じて開催し、

査結果については、随時社長及び監査役会に報告しております。

監査に関する必要事項の報告を受け、協議・決議を行っております。

る各施策を実施するとともに、危機の予防体制の整備に努め、危機発生時には「緊急

時対応体制（緊急時対応規則）」により、迅速かつ適切な対応を行うこととしております。

また、平成16年9月に「新井組コンプライアンスマニュアル」を制定及び「企業活動管理

委員会」に「コンプライアンス推進部会」を設置し、企業倫理の確立、事業活動の適正

実施しております。

導、助言を受けております。

各監査役は取締役会や経営会議に出席するなど、監査役監査基準及び年度監査計

状況や業務執行状況等について、監査役会と連携して監査を実施しております。監

化、関係法令の遵守等の徹底に努めるとともに、全役職員に対する教育を定期的に

おります。

内部監査につきましては、平成17年１月に社長直轄の監査室を設置し、内部統制の

平成6年6月に「企業活動管理委員会」を設置し、業務の有効性及び効率性を確保す

経営会議は取締役及び部店長等で構成され、原則として隔週1回、その他必要に応

確立するため、業務執行に関する重要事項を協議決定し、併せて業務執行の全般

じて開催し、取締役会の定める経営の基本方針に基づいて業務全般の執行方針を

複数の法律事務所と顧問契約を締結し、法律上の判断を必要とする場合、適時に指

行体制の強化及び迅速化を図っております。

平成13年3月より執行役員制度を導入し、執行役員への権限委譲を進め、経営と業

務執行の機能分担を明確にして、取締役会の監督機能の強化、執行役員の業務執

的調整を行っております。

適正な事業活動の推進体制を見直すとともに、あらためてトップから各従業員に至るまで

意識改革を図り、リスクコントロールの強化のみならず、「良き企業市民」として社会に一層

貢献する企業となるために、平成16年9月に「コンプライアンスマニュアル」を制定しました。

会 社 と 社 外 監 査 役 との 間 に は 、 特 別 の 利 害 関 係 は あ り ませ ん 。

（3）会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近1年間における実施状況

コンプライアンス推進のため、「企業活動管理委員会」のもとに「コンプライアンス推進部会」

会計監査人である中央青山監査法人からは、商法及び証券取引法に基づく会計監査を

ております。

（2）会社と会社の社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要
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を設け、さらに各部門にコンプライアンス・オフィサー（監督責任者）を任命し、周知徹底を図っ

及び松田茂氏であり、監査業務に係る補助者は公認会計士３名、会計士補４名でありま

す。会計監査人は、監査計画・監査結果にについて随時、監査役会に対して報告を行って

受けております。業務を執行した公認会計士は、指定社員 業務執行社員 蔭山幸男氏



 選任・解任 選任・解任 選任・解任

　 連携

 選任・解任

 連携

　業務執行の全般的調整

指導・助言

　社長直轄

　監査

内部監査

　法令遵守等の徹底

執行役員

　監査

監査室
業務執行部門

会計監査人

（ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ推進部会）

株　　　　主　　　　総　　　　会
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当社の業務執行・経営の監視及び内部統制の仕組みは下図のとおりであります。

企業活動管理委員会

顧問弁護士

監査役会取締役会

代表取締役

経営会議



受注競争が厳しくなるものと予想されます。当社グループは、このような状況の中、

通期の業績につきましては、上記を踏まえ表記の通りといたしました。なお、通期の

３ ． 経 営 成 績 及 び 財 政 状 態

（１ ） 経 営 成 績

当中間連結会計期間の概況

通 期 の 見 通 し

連結の売上高につきましては、建設事業におきまして 334億円余となり、不動産事業

等売上高を含めた売上高合計は、前年同期比 0.8 ％減の 335 億円余となりました。

は 前 年 同 期 を 下 回 り ま し た 。

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善を受けて設備投資

が緩やかに増加し、雇用情勢も厳しさは残るものの改善に広がりが見られるなど、

堅調に回復してまいり ました 。

おり、世界経済の着実な回復に伴って、景気は底堅く推移すると見込まれますが、

建設業界におきましても、今後も建設需要は減少を続けるものと思われ、ますます

一方、情報化関連分野の在庫調整の動きや原油価格の動向等に留意する必要が

あ り ま す 。

受注高につきましては、個別650億円、連結660億円を目標としております。

「経営改善計画」の目標を確実に達成していく所存であります。
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今後のわが国経済は、企業部門の好調さが持続する中で、家計部門も改善して

利 益 は 0.6 億 円 余 と な り ま し た 。

利益につきましては、連結経常利益は前年同期比18.8％減の 5億円余、連結中間純

連 結 受 注 高 に つ き ま し て は 、 前 年 同 期 比 3.9 ％ 増 の 326 億 円 余 と な り ま し た 。

その結果、受注高は前年同期を上回ることが出来ましたが、売上高及び経常利益

主たる事業である建設業界におきましては、民間設備投資が緩やかに回復してまい

りましたが、公共工事は総じて低調を続け厳しい受注環境が続きました。

このような状況の下で当社グループは、｢経営改善計画｣の最終年度の目標達成に

全力を挙げて取組むとともに、各施策の確実な実行に努めてまいりました。



　なお、キャッシュ・フロー指標のトレンドは次のとおりであります。

自己資本比率 ％ ％ ％

時価ベースの自己資本比率 ％ ％ ％

債務償還年数 年 年 年

インタレスト・カバレッジ・レシオ

自己資本比率 ： 自己資本 ／ 総資産

時価ベースの自己資本比率 ： 株式時価総額 ／ 総資産

債務償還年数 ： 有利子負債 ／ 営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ ： 営業キャッシュ・フロー ／ 利払い

（注） 1. 各指標は連結ベースの財務数値により算出しております。

2. 株式時価総額は、期末株価終値 期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しており

ます。

3. 営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フロー

を使用しております。

4. 有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債

を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払

額を使用しております。

5. 平成16年6月中間期の債務償還年数及びインタレスト・カバレッジ・レシオについては、営業

キャッシュ・フローが支出超過であるため、記載しておりません。

－　8　－

（ ２ ） 財 政 状 態

フローは 0.8億円余のプラスとなりました。財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金

の返済等により18億円余のマイナスとなりました。その結果、現金及び現金同等物の中間

11.5

0.9－

当中間期連結キャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フローが

売上債権の減少等により 25億円余のプラスとなりました。投資活動によるキャッシュ・

期末残高は 26 億円余となりました。

11.9

平成16年12月期平成17年6月中間期

9.8

46.9

2.8

11.5

3.0

－

2.8

平成16年6月中間期

7.1

キ ャ ッシ ュ ・ フ ロ ーの 状況



には、業績に影響を及ぼす可能性があります。
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当社グループの事業に関するリスクについて、投資家の判断に重要な影響を及ぼす

可能性のある主な事項には、以下のようなものがあります。なお、当社グループはこれらの

リスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める

所 存 で あ り ま す 。

①「経営改善計画」について

平成14年 8月 30日に「経営改善計画」を策定し、受注の確保、有利子負債の圧縮、

コストの削減等を確実に実行してきており、この計画の達成並びにさらなる発展は重要

な課題であります。

賠償が発生した場合には、業績に影響を及ぼす可能性があります。

⑧ 災 害 等 リ ス ク

当社は安全管理を徹底して行い、第三者損害や労働災害等の撲滅に万全を期しております。

し か し な が ら 、 万 一 、 人 身 や 器 物 、 施 工 物 等 に 関 わ る 重 大 事 故 が 発 生 し た 場 合

⑥ 金 融 リ ス ク

金利の急激な上昇が生じた場合には、業績に影響を及ぼす可能性があります。

⑦ 瑕 疵 の 発 生 に よ る リ ス ク

品質管理には万全を期しておりますが、瑕疵担保責任及び製造物責任による損害

取引先に対する厳格な審査の実施など可能な限りの信用リスク回避策を講じております。

しかしながら、万一、発注者、協力会社、共同施工会社等の法的倒産あるいは信用不安

が顕在化した場合、工事代金の回収不能や施工遅延により、業績に影響を及ぼす

可 能 性 が あ り ま す 。

③ 資 材 調 達 の リ ス ク

原材料等の価格が高騰した際、請負金額に反映することが困難な場合には、業績に

影響を及ぼす可能性があります。

⑤ 取 引 先 の 信 用 リ ス ク

④ 資 産 保 有 リ ス ク

営業活動上の必要性から、不動産・有価証券等の資産を保有しているため、時価の変動

によ り 、業績に影響を及ぼす可能性があ ります。

国及び地方公共団体等の財政状態が厳しい中、想定を上回る官公庁工事の削減

が行われた場合、また、国内外の経済状況の変化に伴い、民間企業の住宅建設の減少や

設備投資計画の縮小・延期等が行われた場合には、業績に影響を及ぼす可能性が

あ り ま す 。

②経済･財政状況の変化によるリスク

（ ３ ） 事 業 等 の リ ス ク



４．中 間 連 結 財 務 諸 表 等

　(1)　中 間 連 結 貸 借 対 照 表 （単位：百万円）

期　　別

（△印は減
科　　目 金　　額 構 成 比 金　　額 構 成 比 少を示す）

（資　産　の　部） 　％ 　％ 　％

ⅠⅠⅠⅠ　流　動　資　産　流　動　資　産　流　動　資　産　流　動　資　産

現 金 預 金 2,673 2,340 333 1,893

受 取 手 形 ・
完成工事未収入金等

34,155 31,575 2,580 35,588

有 価 証 券 0 0 △ 0 0

未成工事支出金等 789 1,072 △ 283 988

販 売 用 不 動 産 1,526 1,526 － 1,526

前 払 費 用 287 350 △ 63 277

そ の 他 2,594 1,712 882 2,462

貸 倒 引 当 金 △ 259 △ 191 △ 68 △ 308

　流 動 資 産 合 計　流 動 資 産 合 計　流 動 資 産 合 計　流 動 資 産 合 計 41,766 84.3 38,387 81.5 3,379 42,430 84.1

ⅡⅡⅡⅡ　固　定　資　産　固　定　資　産　固　定　資　産　固　定　資　産

建 物 ・ 構 築 物 1,951 2,029 △ 78 2,000

機 械 ・ 運 搬 具 ・
工 具 器 具 備 品

757 746 11 747

土 地 1,950 2,058 △ 107 1,987

減価償却累計額 △ 1,584 △ 1,565 △ 18 △ 1,590

　有形固定資産合計 3,075 6.2 3,269 7.0 △ 194 3,144 6.2

163 0.4 238 0.5 △ 74 199 0.4

投 資 有 価 証 券 991 1,114 △ 122 991

長 期 貸 付 金 119 123 △ 3 122

繰 延 税 金 資 産 1,511 1,558 △ 47 1,514

そ の 他 2,398 2,908 △ 509 2,568

貸 倒 引 当 金 △ 510 △ 522 12 △ 526

　投資その他の資産合計 4,511 9.1 5,182 11.0 △ 670 4,670 9.3

　固 定 資 産 合 計　固 定 資 産 合 計　固 定 資 産 合 計　固 定 資 産 合 計 7,750 15.7 8,690 18.5 △ 939 8,014 15.9

資　　産　　合　　計資　　産　　合　　計資　　産　　合　　計資　　産　　合　　計 49,517 100.0 47,077 100.0 2,440 50,444 100.0

増　減　額
当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末

（平成17. 6.30現在） （平成16. 6.30現在）

前連結会計年度の

要約連結貸借対照表

（平成16.12.31現在）

金　　額 構成比
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3. 投資その他の資産

2. 無 形 固 定 資 産

1. 有 形 固 定 資 産



（単位：百万円）

期　　別

（△印は減
科　　目 金　　額 構 成 比 金　　額 構 成 比 少を示す）

（負　債　の　部） 　％ 　％ 　％

ⅠⅠⅠⅠ　流　動　負　債　流　動　負　債　流　動　負　債　流　動　負　債

支払手形・工事未払金等 26,216 20,391 5,824 25,260

短 期 借 入 金 17,672 21,998 △ 4,326 19,490

未 払 費 用 6 4 2 4

未 成 工 事 受 入 金 580 732 △ 152 405

完成工事補償引当金 199 159 39 404

賞 与 引 当 金 24 23 1 23

そ の 他 2,431 1,648 783 2,619

　流 動 負 債 合 計　流 動 負 債 合 計　流 動 負 債 合 計　流 動 負 債 合 計 47,131 95.2 44,958 95.5 2,173 48,206 95.5

ⅡⅡⅡⅡ　固　定　負　債　固　定　負　債　固　定　負　債　固　定　負　債

長 期 借 入 金 109 229 △ 119 132

退 職 給 付 引 当 金 747 509 238 642

役 員 退 職 引 当 金 48 44 4 48

そ の 他 16 18 △ 1 18

　固 定 負 債 合 計　固 定 負 債 合 計　固 定 負 債 合 計　固 定 負 債 合 計 923 1.8 801 1.7 121 842 1.7

負　　債　　合　　計負　　債　　合　　計負　　債　　合　　計負　　債　　合　　計 48,054 97.0 45,759 97.2 2,294 49,049 97.2

（少 数 株 主 持 分）

少 数 株 主 持 分 － － － － － － －

（資　本　の　部）

ⅠⅠⅠⅠ　資　　本　　金　資　　本　　金　資　　本　　金　資　　本　　金 582 1.2 582 1.2 － 582 1.1

ⅡⅡⅡⅡ　資 本 剰 余 金　資 本 剰 余 金　資 本 剰 余 金　資 本 剰 余 金 282 0.6 282 0.6 － 282 0.6

ⅢⅢⅢⅢ　利 益 剰 余 金　利 益 剰 余 金　利 益 剰 余 金　利 益 剰 余 金 460 0.9 293 0.6 166 397 0.8

ⅣⅣⅣⅣ　その他有価証券評価差額金　その他有価証券評価差額金　その他有価証券評価差額金　その他有価証券評価差額金 140 0.3 160 0.4 △ 20 135 0.3

ⅤⅤⅤⅤ　自　己　株　式　自　己　株　式　自　己　株　式　自　己　株　式 △ 1 △ 0.0 △ 1 △ 0.0 △ 0 △ 1 △ 0.0

資　　本　　合　　計資　　本　　合　　計資　　本　　合　　計資　　本　　合　　計 1,463 3.0 1,317 2.8 145 1,395 2.8

負債、少数株主持分及び資本合計 49,517 100.0 47,077 100.0 2,440 50,444 100.0

（平成17. 6.30現在）
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前連結会計年度の

要約連結貸借対照表

（平成16.12.31現在）

金　　額 構成比

増　減　額

（平成16. 6.30現在）

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末



　(2) 中 間 連 結 損 益 計 算 書 （単位：百万円）

期　　別 当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度の

要約連結損益計算書

科　　目 金　　額 百分比 金　　額 百分比 金　　額 百分比

　　％ 　　％ 　　％

売　　　上　　　高売　　　上　　　高売　　　上　　　高売　　　上　　　高 33,552 100.0 33,819 100.0 △ 267 70,378 100.0

（ 33,482 ） （ 100.0 ） （ 33,756 ） （ 100.0 ） （ △ 274 ） （ 70,269 ） （ 100.0 ）

（ 70 ） （ 100.0 ） （ 63 ） （ 100.0 ） （ 6 ） （ 108 ） （ 100.0 ）

売　 上　 原 　価売　 上　 原 　価売　 上　 原 　価売　 上　 原 　価 31,278 93.2 31,228 92.3 50 65,212 92.7

（ 31,217 ） （ 93.2 ） （ 31,145 ） （ 92.3 ） （ 72 ） （ 65,087 ） （ 92.6 ）

（ 60 ） （ 86.7 ） （ 82 ） （ 130.7 ） （ △ 21 ） （ 125 ） （ 115.1 ）

売　上　総　利　益 2,274 6.8 2,591 7.7 △ 317 5,166 7.3

（ 2,264 ） （ 6.8 ） （ 2,611 ） （ 7.7 ） （ △ 346 ） （ 5,182 ） （ 7.4 ）

（ 9 ） （ 13.3 ） （ △ 19 ） （ △30.7 ） （ 28 ） （ △ 16 ） （ △15.1 ）

販売費及び一般管理費販売費及び一般管理費販売費及び一般管理費販売費及び一般管理費 1,485 4.4 1,675 5.0 △ 190 3,161 4.5

営 業 利 益 788 2.4 915 2.7 △ 127 2,004 2.8

営　業　外　収　益営　業　外　収　益営　業　外　収　益営　業　外　収　益 41 0.1 14 0.0 27 31 0.1

（ 0 ） （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

（ 4 ） （ 5 ） （ △ 0 ） （ 7 ）

（ 11 ） （ － ） （ 11 ） （ － ）

（ 24 ） （ 8 ） （ 15 ） （ 23 ）

営　業　外　費　用営　業　外　費　用営　業　外　費　用営　業　外　費　用 274 0.8 245 0.7 29 513 0.7

（ 217 ） （ 244 ） （ △ 27 ） （ 485 ）

（ 45 ） （ － ） （ 45 ） （ － ）

（ 11 ） （ 1 ） （ 10 ） （ 27 ）

経 常 利 益 555 1.7 684 2.0 △ 128 1,523 2.2

特　 別 　利　 益特　 別 　利　 益特　 別 　利　 益特　 別 　利　 益 76 0.2 109 0.4 △ 33 145 0.2

（ 41 ） （ 102 ） （ △ 61 ） （ 129 ）

（ 35 ） （ 7 ） （ 28 ） （ 15 ）

（ － ） （ 0 ） （ △ 0 ） （ 0 ）

特　 別　 損　 失特　 別　 損　 失特　 別　 損　 失特　 別　 損　 失 551 1.7 736 2.2 △ 184 1,428 2.0

（ 495 ） （ 331 ） （ 164 ） （ 779 ）

（ 5 ） （ 25 ） （ △ 20 ） （ 27 ）

（ － ） （ 109 ） （ △ 109 ） （ 235 ）

（ － ） （ 56 ） （ △ 56 ） （ 136 ）

（ 50 ） （ 212 ） （ △ 162 ） （ 248 ）

80 0.2 57 0.2 22 240 0.4

17 0.0 22 0.1 △ 4 40 0.1

－ － △ 33 △ 0.1 33 27 0.0

62 0.2 68 0.2 △ 5 172 0.3

増　減　額

受 取 利 息

固 定 資 産 売 却 益

）
 至 平成16．  6．30

支 払 利 息

完 成 工 事 総 利 益

完 成 工 事 原 価

受 取 配 当 金

－　12　－

）
 自 平成16． 1． 1
 至 平成16．12．31

ⅠⅠⅠⅠ

（△印は減
少を示す）

（

ⅣⅣⅣⅣ

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

ⅦⅦⅦⅦ

法 人 税 等 調 整 額

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

税金等調整前中間（当期）純利益

そ の 他

貸 倒 損 失

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

前 期 損 益 修 正 損

割 増 退 職 金

ⅢⅢⅢⅢ

（

ⅤⅤⅤⅤ

消 費 税 等 還 付 加 算 金

）（

雑 収 入

そ の 他

ⅥⅥⅥⅥ

 自 平成16．  1．  1

不 動 産 事 業 等 売 上 原 価

不動産事業等売上総利益又は不動
産 事 業 等 売 上 総 損 失 （ △ ）

不 動 産 事 業 等 売 上 高

 自 平成17．  1．  1
 至 平成17．  6．30

完 成 工 事 高

ⅡⅡⅡⅡ

前 期 損 益 修 正 益

手 形 売 却 損

雑 支 出



　(3) 中 間 連 結 剰 余 金 計 算 書 （単位：百万円）

期　　別 　当中間連結会計期間  前中間連結会計期間 　前連結会計年度

 自 平成17．1． 1  自 平成16．1． 1  自 平成16． 1． 1

 至 平成17．6．30  至 平成16．6．30  至 平成16．12．31

科　　目 金　　　　　　額 金　　　　　額 金　　　　　額

（資本剰余金の部）

Ⅰ 資本剰余金期首残高 282 282 282

Ⅱ 資本剰余金中間期末（期末）残高 282 282 282

（利益剰余金の部）

Ⅰ 利益剰余金期首残高 397 225 225

Ⅱ 利益剰余金増加高

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 62 62 68 68 172 172

Ⅲ 利益剰余金中間期末（期末）残高 460 293 397

－　13　－



(4) 中間連結キャッシュ・フロー計算書 (単位：百万円）

期　　別

自 17．1． 1 自 16．1． 1 自 16．1． 1
至 17．6．30 至 16．6．30 至 16．12．31

　科　　目 金　　　　額 金　　　　額 金　　　　額

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税 金 等 調 整 前 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 80 57 240

減 価 償 却 費 80 86 171

貸倒引当金 の増 加 ・減少 （△ ）額 △ 65 54 175

退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額 104 65 199

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 5 △ 5 △ 8

支 払 利 息 217 244 485

投 資 有 価 証 券 売 却 益 △ 15 △ 4 △ 13

投 資 有 価 証 券 評 価 損 － 0 0

有 形 固 定 資 産 廃 棄 損 40 3 8

有 形 固 定 資 産 売 却 益 △ 19 － －

有 形 固 定 資 産 売 却 損 － 197 204

貸 倒 損 失 － 56 －

未払消費税等の増加・減少（△）額 2 △ 873 △ 873

未収消費税等の増加（△）・減少額 545 － △ 545

売 上 債 権 の 減 少 額 1,463 8,486 4,426

た な 卸 資 産 の 減 少 額 199 723 808

仕 入 債 務 の 増 加 ・ 減 少 （ △ ） 額 955 △ 10,306 △ 5,438

未成工事受入金の増加・減少（△）額 175 △ 102 △ 430

未 収 入 金 の 増 加 （ △ ） ・ 減 少 額 △ 764 － 751

そ の 他 △ 221 73 769

　　小　　　　　　　　　　　　計　　 2,773 △ 1,241 933

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 5 7 9

利 息 の 支 払 額 △ 212 △ 266 △ 474

法 人 税 等 の 支 払 額 △ 30 △ 58 △ 49

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,536 △ 1,559 418

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 － 0 0

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よる 支出 △ 53 △ 68 △ 75

有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よる 収入 58 376 450

投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よる 支出 △ 1 － △ 1

投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よる 収入 24 81 172

貸 付 け に よ る 支 出 △ 13 △ 18 △ 33

貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 16 59 74

そ の 他 52 9 32

投資活動によるキャッシュ・フロー 83 438 620

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金純増加 ・減少 （△ ）額 △ 1,818 1,900 △ 397

長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △ 21 △ 246 △ 553

自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △ 0 △ 0 △ 0

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,840 1,654 △ 951

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 － － －

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 779 533 86

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 1,893 1,807 1,807

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 2,673 2,340 1,893

）
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前連結会計年度の要約

（ ） （ ）

キャッシュ・フロー計算書

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間

（



〈 中間連結財務諸表作成の基本となる重要な事項 〉

1.連結の範囲に関する事項

㈱建創

該当なし

2.連結子会社の中間決算日等に関する事項

連結子会社の中間決算日は中間連結財務諸表提出会社と同一であります。

3．会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券

① その他有価証券 　時価のあるもの 中間決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

　より算定）

　時価のないもの 移動平均法による原価法

たな卸資産

① 販売用不動産 個別法による原価法

② 未成工事支出金等（未成工事支出金） 個別法による原価法

③ 未成工事支出金等（材料貯蔵品） 移動平均法による原価法

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産 定率法（ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（附属設備は除く）について

は定額法）によっております。

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準

によっております。

無形固定資産 定額法によっております。ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における

利用可能期間（5年）に基づく定額法によっております。

　(3) 重要な引当金の計上基準

貸倒引当金 一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

完成工事補償引当金 過年度の実績を基礎に将来の補償見込を加味して計上する方法によっております。

賞与引当金 支給見込額基準により計上する方法によっております。

退職給付引当金 当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。

なお、会計基準変更時差異は、15年による均等額を費用処理しております。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（15年）による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（15年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理することとしております。

役員退職引当金 内規に基づく当中間連結会計期間末要支給額の100％を計上しております。

　(4) 完成工事高の計上基準

　　　　完成工事高の計上基準は工事進行基準によっております。

　(5) 重要なリース取引の処理方法

　　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

　　　借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

　(6) その他中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　　　　消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式によっております。

連 結 子 会 社 数
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非 連 結 子 会 社

1社



4．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　　　中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金

　　　及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から3か月以内に償還期

　　　限の到来する短期投資からなります。

〈 中間連結貸借対照表の注記 〉
当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度末

1．担保に供している資産

百万円 百万円 百万円

　なお、当中間連結会計期間末の自己株式（819,839株）、前中間連結会計期間末の自己株式（816,780株）及び前

連結会計年度末の自己株式（818,633株）には、無償で取得した807,450株をそれぞれ含んでおり、当該自己株式の

うち807,400株は借入金の担保に供しております。

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度末

2．保証債務額（手付金等保証に対する連帯保証等） 百万円 百万円 百万円

3．受取手形割引高 百万円 百万円 百万円

4. 中間連結会計期間（連結会計年度）末日が金融機関休業日である場合の中間連結会計期間（連結会計年度）

   末日満期手形の処理

　　　　手形交換日をもって決済処理しております。

　　　　中間連結会計期間末（連結会計年度末）残高に含まれている中間連結会計期間（連結会計年度）末日満期手形は

　　　　次のとおりであります。

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度末

受取手形 百万円 百万円

支払手形 百万円 百万円

〈 中間連結損益計算書の注記 〉
当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度

1．工事進行基準による完成工事高 百万円 百万円 百万円

2. 販売費及び一般管理費の主要な項目

従業員給料手当 百万円 百万円 百万円

退職給付引当金繰入額

地代家賃

〈 中間連結キャッシュ・フロー計算書の注記 〉

現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高と中間連結（連結）貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度

現金預金勘定 百万円 百万円 百万円

現金及び現金同等物

63,147

389

販 売 用 不 動 産

合 計 4,220

建 物 863

投 資 有 価 証 券 421

土 地 1,876

1,893

5

642

145

165

4,757

537

－

31,519

4,298

66

1,206

－

30,165

2,673

707

1,057

－ －

77

206

－

618

249－受 取 手 形

1,057

652

437

1,912

925

1,984

540

1,057

2,340

890

1,117

199 － －

1,8932,673 2,340
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〈 1株当たり情報 〉

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度

1株当たり純資産額 円 円 円

1株当たり中間（当期）純利益

（注）1 当中間連結会計期間及び前中間連結会計期間並びに前連結会計年度の潜在株式調整後1株当たり中

　　　　 間（当期）純利益金額については、潜在株式がないため、記載しておりません。

　　　2  1株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度

中間（当期）純利益 百万円 百万円 百万円

普通株主に帰属しない金額 － 百万円 － 百万円 － 百万円

普通株式に係る中間（当期）純利益 百万円 百万円 百万円

普通株式の期中平均株式数 千株 千株 千株

〈 セ グ メ ン ト 情 報 〉

(1) 事業の種類別セグメント情報

　当中間連結会計期間（平成17年 1月 1日～平成17年 6月30日）

　全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める建設事業の割合がいずれも90％を超えているため、

中間連結財務諸表規則様式第一号（記載上の注意10）に基づき、事業の種類別セグメント情報の記載を省略し

ました。

　前中間連結会計期間（平成16年 1月 1日～平成16年 6月30日）

　全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める建設事業の割合がいずれも90％を超えているため、

中間連結財務諸表規則様式第一号（記載上の注意10）に基づき、事業の種類別セグメント情報の記載を省略し

ました。

　前連結会計年度（平成16年 1月 1日～平成16年12月31日）

　全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める建設事業の割合が

いずれも90％を超えているため、連結財務諸表規則様式第一号（記載上の注意13）に基づき、事業の種類別

セグメント情報の記載を省略しました。

(2) 所在地別セグメント情報

在外連結子会社及び在外支店がないため該当事項はありません。

(3) 海　外　売　上　高

海外売上高はありません。

〈 リース取引関係 〉

　　ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため記載を省略しております。

25,98325,984

53.72

172

172

68

68

6.632.42 2.64
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〈 有価証券関係 〉

当中間連結会計期間末（平成17年 6月30日現在）

（１） その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円）

　(1) 株　式 286 522 235

　(2) 債　券

国債・地方債等 0 0 －

287 523 235

（２） 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額

その他有価証券

非上場株式（店頭登録株式を除く） 469 百万円

前中間連結会計期間末（平成16年 6月30日現在）

（１） その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円）

　(1) 株　式 378 648 270

　(2) 債　券

国債・地方債等 0 0 －

378 648 270

（２） 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額

その他有価証券

非上場株式（店頭登録株式を除く） 466 百万円

前連結会計年度末（平成16年12月31日現在）

（１） その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円）

　(1) 株　式 295 523 227

　(2) 債　券

国債・地方債等 0 0 －

296 524 227

（２） 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

その他有価証券

非上場株式（店頭登録株式を除く） 467 百万円

〈 デリバティブ取引関係 〉

該当事項はありません。 該当事項はありません。 該当事項はありません。

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間

合　　　　　　　　　計

合　　　　　　　　　計

取　得　原　価

取　得　原　価

前連結会計年度

差　　　額中間連結貸借
対照表計上額
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取　得　原　価

中間連結貸借 差　　　額
対照表計上額

合　　　　　　　　　計

連結貸借対 差　　　額
照表計上額



５．受注及び売上の状況

（１）受　注　高 （単位：百万円）

32,663 31,432 63,399

  － － －

32,663 31,432 63,399

（２）売　上　高 （単位：百万円）

33,482 33,756 70,269

70 63 108

33,552 33,819 70,378

　（注） 1.当グループでは建設事業以外は受注生産を行っておりません。

　　　　 2.当グループでは生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載して

　　　　   おりません。

至　平成17年 6月30日

合　　計

建 設 事 業

不 動 産 事 業 等

自　平成16年 1月 1日
至　平成16年12月31日

前中間連結会計期間
自　平成16年 1月 1日
至　平成16年 6月30日

前連結会計年度
自　平成16年 1月 1日
至　平成16年12月31日

前連結会計年度

前中間連結会計期間
自　平成16年 1月 1日
至　平成16年 6月30日

当中間連結会計期間
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区　　分

当中間連結会計期間
自　平成17年 1月 1日区　　分

建 設 事 業

不 動 産 事 業 等

合　　計

自　平成17年 1月 1日
至　平成17年 6月30日



平成17年 8月26日平成17年12月期 個別中間財務諸表の概要
上 場 会 社 名 株 式 会 社  新 井 組 上 場 取 引 所 東  大

コ ー ド 番 号 185 4 本社所在都道府県 兵 庫 県

（ＵＲＬ http://www.araigumi.co.jp/ ）

代 表 者 役 職 名 代 表 取 締 役 社 長 氏 名 酒 井 　 松 喜
問合せ先責任者 役 職 名 執 行 役 員 管 理 本 部 副 本 部 長

氏 名 山 下 　 博 行 Ｔ Ｅ Ｌ(      )0798 26－8156

中間決算取締役会開催日 平 成 17年  8月 26日 中間配当制度の有無 有
中 間 配 当 支 払 開 始 日 単元株制度採用の有無 有（１単元    100株）

1. 17年 6月中間期の業績 （平成17年 1月 1日～平成17年 6月30日）

( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年 6月中間期       33,347     0.0         780   △14.4         546   △19.7
16年 6月中間期       33,359    △4.9         911    43.1         680    61.5

16年12月期       69,689－        1,989－        1,508－

1株 当 た り 中 間中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益
％ 円 銭百万円

17年 6月中間期           54   △19.9           2.11
16年 6月中間期           68   △82.8           2.64

16年12月期          162－           6.24

(注 )1.期中平均株式数 17年 6月中間期     25,980,739株 16年 6月中間期     25,984,036株
16年12月期     25,983,291株

2.会計処理方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )配当状況
(注 )17年 6月中間期　中間配当金の内訳1株当たり中間配当金 1株当たり年間配当金

記念配当 － 円－銭円 銭 円 銭
17年 6月中間期           0.00－ 特別配当 － 円－銭
16年 6月中間期           0.00－

16年12月期 －           0.00

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

17年 6月中間期       49,433        1,598      3.2         61.54
16年 6月中間期       46,497        1,471      3.2         56.63

16年12月期       50,069        1,539      3.1         59.25

(注 )1.期末発行済株式数 17年 6月中間期     25,980,161株 16年 6月中間期     25,983,220株
16年12月期     25,981,367株

2.期末自己株式数 17年 6月中間期        819,839株 16年 6月中間期        816,780株
16年12月期        818,633株

2. 17年12月期の業績予想 （平成17年 1月 1日～平成17年12月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

期 末

百万円 百万円 百万円 円銭 円銭
通 期       65,000       1,500         100          0.00          0.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )           3円85銭

※ 記 載 金 額 は 、 百 万 円 未 満 を 切 り 捨 て て 表 示 し て お り ま す 。
※ 上 記 業 績 予 想 に 関 す る 事 項 は 、 添 付 資 料 の3、4、7ペ ー ジ を 参 照 し て く だ さ い 。



１．個 別 中 間 財 務 諸 表 等

　(1)中 間 貸 借 対 照 表 （単位：百万円）

期　　別

（△印は減

科　　目 少を示す）

（ 資　産　の　部 ） 　％ 　％ 　％

ⅠⅠⅠⅠ　流　　動　　資　　産　流　　動　　資　　産　流　　動　　資　　産　流　　動　　資　　産

現 金 預 金 2,593 2,161 432 1,658

受 取 手 形 478 398 80 493

完成工事未収入金 33,538 30,703 2,835 34,858

販 売 用 不 動 産 1,526 1,526 ― 1,526

未 成 工 事 支 出 金 199 436 △ 236 359

そ の 他 3,494 2,663 831 3,357

貸 倒 引 当 金 △ 258 △ 188 △ 70 △ 306

　流 動 資 産 合 計　流 動 資 産 合 計　流 動 資 産 合 計　流 動 資 産 合 計 41,572 84.1 37,700 81.1 3,871 41,946 83.8

ⅡⅡⅡⅡ　固　　定　　資　　産　固　　定　　資　　産　固　　定　　資　　産　固　　定　　資　　産

有 形 固 定 資 産

　土　　　　　　　地 1,898 2,006 △ 107 1,935

　そ　　　の　　　他 1,089 1,173 △ 83 1,120

　  有形固定資産　 計 2,988 3,179 △ 191 3,055

無 形 固 定 資 産 122 196 △ 74 158

投資その他の資産

　繰 延 税 金 資 産 1,511 1,558 △ 47 1,514

　そ　　　 の　　　 他 3,748 4,384 △ 635 3,920

　貸  倒  引  当  金 △ 510 △ 522 12 △ 526

　  投資その他の資産 計 4,750 5,420 △ 670 4,909

　固 定 資 産 合 計　固 定 資 産 合 計　固 定 資 産 合 計　固 定 資 産 合 計 7,860 15.9 8,797 18.9 △ 936 8,122 16.2

資　　産　　合　　計資　　産　　合　　計資　　産　　合　　計資　　産　　合　　計 49,432 100.0 46,497 100.0 2,935 50,069 100.0
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増　減　額



（単位：百万円）

期　　別

（△印は減

科　　目 少を示す）

（ 負　債　の　部 ） 　％ 　％ 　％

ⅠⅠⅠⅠ　流　　動　　負　　債　流　　動　　負　　債　流　　動　　負　　債　流　　動　　負　　債

支 払 手 形 9,881 7,700 2,180 10,058

工 事 未 払 金 16,136 11,979 4,156 14,706

短 期 借 入 金 17,672 21,998 △ 4,326 19,490

未 払 法 人 税 等 27 22 5 40

未 成 工 事 受 入 金 580 732 △ 152 405

完成工事補償引当金 199 159 39 404

賞 与 引 当 金 24 23 1 23

そ の 他 2,405 1,626 779 2,579

　流 動 負 債 合 計　流 動 負 債 合 計　流 動 負 債 合 計　流 動 負 債 合 計 46,927 94.9 44,242 95.1 2,684 47,706 95.3

ⅡⅡⅡⅡ　固　　定　　負　　債　固　　定　　負　　債　固　　定　　負　　債　固　　定　　負　　債

長 期 借 入 金 109 229 △ 119 132

退 職 給 付 引 当 金 747 509 238 642

役 員 退 職 引 当 金 48 44 4 48

　固 定 負 債 合 計　固 定 負 債 合 計　固 定 負 債 合 計　固 定 負 債 合 計 906 1.9 783 1.7 122 823 1.6

負　　債　　合　　計負　　債　　合　　計負　　債　　合　　計負　　債　　合　　計 47,833 96.8 45,026 96.8 2,807 48,530 96.9

（ 資　本　の　部 ）

ⅠⅠⅠⅠ　資　　　 本　　　 金　資　　　 本　　　 金　資　　　 本　　　 金　資　　　 本　　　 金 582 1.2 582 1.3 － 582 1.2

ⅡⅡⅡⅡ　資　本　剰　余　金　資　本　剰　余　金　資　本　剰　余　金　資　本　剰　余　金

1 資 本 準 備 金 282 282 － 282

　資本剰余金　合計　資本剰余金　合計　資本剰余金　合計　資本剰余金　合計 282 0.5 282 0.6 － 282 0.5

ⅢⅢⅢⅢ　利　益　剰　余　金　利　益　剰　余　金　利　益　剰　余　金　利　益　剰　余　金

1 任 意 積 立 金 183 330 △ 146 330

2 中間（当期）未処分利益 412 116 295 210

　利益剰余金　合計　利益剰余金　合計　利益剰余金　合計　利益剰余金　合計 596 1.2 447 1.0 148 541 1.1

ⅣⅣⅣⅣ　その他有価証券評価差額金　その他有価証券評価差額金　その他有価証券評価差額金　その他有価証券評価差額金 140 0.3 160 0.3 △ 20 135 0.3

ⅤⅤⅤⅤ 自　　己　　株　　式自　　己　　株　　式自　　己　　株　　式自　　己　　株　　式 △ 1 △ 0.0 △ 1 △ 0.0 △ 0 △ 1 △ 0.0

資　　本　　合　　計資　　本　　合　　計資　　本　　合　　計資　　本　　合　　計 1,598 3.2 1,471 3.2 127 1,539 3.1

負　債　資　本　合　計負　債　資　本　合　計負　債　資　本　合　計負　債　資　本　合　計 49,432 100.0 46,497 100.0 2,935 50,069 100.0
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　(2)中 間 損 益 計 算 書 （単位：百万円）

期　　別

（△印は減
科　　目 金　　額 百分比 金　　額 百分比 少を示す） 金　　額 百分比

　　％ 　　％ 　　％

売　　　上　　　高売　　　上　　　高売　　　上　　　高売　　　上　　　高 33,347 100.0 33,359 100.0 △ 12 69,689 100.0

（ 33,284 ） （ 100.0 ） （ 33,303 ） （ 100.0 ） （ △ 19 ） （ 69,596 ） （ 100.0 ）

（ 62 ） （ 100.0 ） （ 55 ） （ 100.0 ） （ 7 ） （ 92 ） （ 100.0 ）

売　 上　 原 　価売　 上　 原 　価売　 上　 原 　価売　 上　 原 　価 31,126 93.4 30,812 92.4 314 64,621 92.7

（ 31,071 ） （ 93.4 ） （ 30,734 ） （ 92.3 ） （ 336 ） （ 64,505 ） （ 92.7 ）

（ 55 ） （ 88.3 ） （ 77 ） （ 139.6 ） （ △ 22 ） （ 116 ） （ 124.9 ）

売　上　総　利　益 2,220 6.6 2,546 7.6 △ 326 5,068 7.3

（ 2,213 ） （ 6.6 ） （ 2,568 ） （ 7.7 ） （ △ 355 ） （ 5,091 ） （ 7.3 ）

（ 7 ） （ 11.7 ） （ △22 ） （ △39.6 ） （ 29 ） （ △23 ） （ △24.9 ）

販売費及び一般管理費販売費及び一般管理費販売費及び一般管理費販売費及び一般管理費 1,440 4.3 1,635 4.9 △ 194 3,079 4.4

営 業 利 益 780 2.3 911 2.7 △ 131 1,989 2.9

営　業　外　収　益営　業　外　収　益営　業　外　収　益営　業　外　収　益 41 0.1 14 0.0 26 31 0.0

（ 0 ） （ 0 ） （ △ 0 ） （ 0 ）

（ 40 ） （ 13 ） （ 27 ） （ 30 ）

営　業　外　費　用営　業　外　費　用営　業　外　費　用営　業　外　費　用 274 0.8 245 0.7 29 512 0.7

（ 217 ） （ 244 ） （ △ 26 ） （ 485 ）

（ 57 ） （ 1 ） （ 56 ） （ 27 ）

経 常 利 益 546 1.6 680 2.0 △ 133 1,508 2.2

特　 別 　利　 益特　 別 　利　 益特　 別 　利　 益特　 別 　利　 益 74 0.2 107 0.3 △ 33 142 0.2

（ 39 ） （ 100 ） （ △ 61 ） （ 126 ）

（ 35 ） （ 7 ） （ 28 ） （ 15 ）

（ ― ） （ 0 ） （ △ 0 ） （ 0 ）

特　 別　 損　 失特　 別　 損　 失特　 別　 損　 失特　 別　 損　 失 549 1.6 731 2.2 △ 182 1,420 2.0

（ 492 ） （ 325 ） （ 166 ） （ 771 ）

（ ― ） （ 197 ） （ △ 197 ） （ 205 ）

（ 5 ） （ 25 ） （ △ 20 ） （ 27 ）

（ ― ） （ 109 ） （ △ 109 ） （ 235 ）

（ ― ） （ 56 ） （ △ 56 ） （ 136 ）

（ 50 ） （ 14 ） （ 35 ） （ 43 ）

税引前中間 （当期 ）純利益 71 0.2 57 0.1 14 229 0.4

法人税、住民税及び事業税 17 0.0 22 0.0 △ 5 40 0.1

法 人 税 等 調 整 額 ― ― △ 33 △ 0.1 33 27 0.0

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 54 0.2 68 0.2 △ 13 162 0.3

前 期 繰 越 利 益 357 48 308 48

中 間 （ 当 期 ） 未 処 分 利 益 412 116 295 210

そ の 他

 至 平成17． 6．30

前 期 損 益 修 正 益

割 増 退 職 金

貸 倒 損 失

自 平成16． 1． 1
）

 至 平成16．12．31

そ の 他

支 払 利 息

ⅤⅤⅤⅤ

完 成 工 事 原 価

不 動 産 事 業 等 売 上 原 価

完 成 工 事 高

不 動 産 事 業 等 売 上 高

当中間会計期間 前中間会計期間

固 定 資 産 売 却 損

受 取 利 息

固 定 資 産 売 却 益

前 期 損 益 修 正 損

自 平成16． 1． 1
 至 平成16． 6．30

ⅥⅥⅥⅥ

ⅦⅦⅦⅦ

そ の 他

ⅠⅠⅠⅠ

ⅡⅡⅡⅡ

ⅢⅢⅢⅢ

ⅣⅣⅣⅣ

完 成 工 事 総 利 益

不動産事業等売上総利益又は
不動産事業等売上総損失（△）

そ の 他

前事業年度の要約損益計算書

（
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増　減　額
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自 平成17． 1． 1

貸 倒 引 当 金 繰 入 額



〈 中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 〉
1．資産の評価基準及び評価方法

　(1) 有価証券

① 子会社株式 移動平均法による原価法

② その他有価証券　時価のあるもの 中間決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法

　により算定）

　　　時価のないもの 移動平均法による原価法

　(2) たな卸資産

① 販売用不動産 個別法による原価法

② 未成工事支出金 個別法による原価法

③ 材料貯蔵品 移動平均法による原価法

2. 固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産 定率法（ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（附属設備を除く）につい

ては定額法）によっております。

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準

によっております。

　(2) 無形固定資産 定額法によっております。ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内におけ

る利用可能期間（5年）に基づく定額法によっております。

3. 引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金 一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　(2) 完成工事補償引当金 過年度の実績を基礎に将来の補償見込を加味して計上する方法によっております。

　(3) 賞与引当金 支給見込額基準により計上する方法によっております。

　(4) 退職給付引当金 当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間会

計期間末において発生していると認められる額を計上しております。

なお、会計基準変更時差異は、15年による均等額を費用処理しております。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（15年）による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間

内の一定の年数（15年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理することとしております。

　(5) 役員退職引当金 内規に基づく中間会計期間末要支給額の100％を計上しております。

4. 完成工事高の計上基準

　　　　完成工事高の計上基準は工事進行基準によっております。

5. リース取引の処理方法

　　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃

　　　貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

6. その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　　　　消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式によっております。なお、仮払消費税等及び仮

　　　受消費税等は、相殺のうえ、流動負債の「その他」に含めて表示しております。
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〈 貸借対照表の注記 〉
当中間会計期間末 前中間会計期間末 前事業年度末

1．有形固定資産の減価償却累計額 百万円 百万円 百万円

2．受取手形割引高 百万円 百万円 百万円

3．保証債務額(手付金等保証に対する連帯保証等) 百万円 百万円 百万円

4. 中間期末（期末）日が金融機関休業日である場合の中間期末（期末）日満期手形の処理

　　　　手形交換日をもって決済処理しております。

　　　　中間期末（期末）残高に含まれている中間期末（期末）日満期手形は次のとおりであります。

当中間会計期間末 前中間会計期間末 前事業年度末

受取手形 百万円 百万円 百万円

支払手形 百万円 百万円 百万円

〈 損益計算書の注記 〉
当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度

1. 工事進行基準による完成工事高 百万円 百万円 百万円

2．減価償却実施額

有形固定資産 百万円 百万円 百万円

無形固定資産 百万円 百万円 百万円

〈 リース取引関係 〉

　　ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため記載を省略しております。

〈 有価証券関係 〉

　　当中間会計期間、前中間会計期間及び前事業年度における子会社株式で時価のあるものはありません。

〈 1株当たり情報 〉

当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度

1株当たり純資産額 円 円 円

1株当たり中間（当期）純利益

（注）1 当中間会計期間及び前中間会計期間並びに前事業年度の潜在株式調整後1株当たり中間（当期）純

　　　　利益金額については、潜在株式がないため、記載しておりません。

　　　2  1株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度

中間（当期）純利益 百万円 百万円 百万円

普通株主に帰属しない金額 － 百万円 － 百万円 － 百万円

普通株式に係る中間（当期）純利益 百万円 百万円 百万円

普通株式の期中平均株式数 千株 千株 千株

77

41

－

63,147

43 86

30,07031,496

39

61.54

2.11

56.63

2.64

59.25

6.24

703

5

－

－－

1,551

－

1,117

54

54

25,980
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68

68

25,984

162

25,983

162

－

652

1,543

199

618

1,527

38



2．部門別受注工事高 ・ 売上高 ・ 次期繰越工事高

　(1)　受　 注　 工　 事 　高 （単位：百万円）

官公庁 （ 11.5 ％） （ 9.9 ％） 664 （ 21.7 ％） （ 8.4 ％）
民　 間 （ 66.3 ） （ 62.4 ） 2,151 （ 11.1 ） （ 68.3 ）

計 （ 77.8 ） （ 72.3 ） 2,815 （ 12.5 ） （ 76.7 ）

官公庁 （ 15.9 ） （ 22.7 ） △ 1,889 （ △ 26.8 ） （ 20.8 ）
民　 間 （ 6.3 ） （ 5.0 ） 493 （ 31.5 ） （ 2.5 ）

計 （ 22.2 ） （ 27.7 ） △ 1,396 （ △ 16.2 ） （ 23.3 ）

官公庁 （ 27.4 ） （ 32.6 ） △ 1,224 （ △ 12.1 ） （ 29.2 ）
民　 間 （ 72.6 ） （ 67.4 ） 2,644 （ 12.6 ） （ 70.8 ）

計 （ 100.0 ） （ 100.0 ） 1,419 （ 4.6 ） （ 100.0 ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

　(2)　売　　　　上　　　　高 （単位：百万円）

官公庁 （ 8.7 ％） （ 10.0 ％） △ 444 （ △ 13.4 ％） （ 8.9 ％）
民　 間 （ 63.7 ） （ 62.1 ） 543 （ 2.6 ） （ 64.2 ）

計 （ 72.4 ） （ 72.1 ） 98 （ 0.4 ） （ 73.1 ）

官公庁 （ 20.3 ） （ 21.1 ） △ 246 （ △ 3.5 ） （ 19.4 ）
民　 間 （ 7.1 ） （ 6.7 ） 128 （ 5.7 ） （ 7.4 ）

計 （ 27.4 ） （ 27.8 ） △ 117 （ △ 1.3 ） （ 26.8 ）

官公庁 （ 29.0 ） （ 31.1 ） △ 691 （ △ 6.7 ） （ 28.3 ）
民　 間 （ 70.8 ） （ 68.8 ） 672 （ 2.9 ） （ 71.6 ）

計 （ 99.8 ） （ 99.9 ） △ 19 （ △ 0.1 ） （ 99.9 ）

（ 0.2 ） （ 0.1 ） 7 （ 12.7 ） （ 0.1 ）

（ 100.0 ） （ 100.0 ） △ 12 （ △ 0.0 ） （ 100.0 ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

　(3)　次 期 繰 越 工 事 高 （単位：百万円）

（17.6.30現在）

官公庁 （ 9.3 ％） （ 8.0 ％） 199 （ 4.7 ％） （ 7.4 ％）
民　 間 （ 70.2 ） （ 63.6 ） △ 177 （ △ 0.5 ） （ 68.5 ）

計 （ 79.5 ） （ 71.6 ） 21 （ 0.1 ） （ 75.9 ）

官公庁 （ 15.9 ） （ 18.3 ） △ 2,069 （ △ 21.5 ） （ 19.0 ）
民　 間 （ 4.6 ） （ 10.1 ） △ 3,188 （ △ 59.6 ） （ 5.1 ）

計 （ 20.5 ） （ 28.4 ） △ 5,258 （ △ 35.1 ） （ 24.1 ）

官公庁 （ 25.2 ） （ 26.3 ） △ 1,870 （ △ 13.5 ） （ 26.4 ）
民　 間 （ 74.8 ） （ 73.7 ） △ 3,366 （ △ 8.6 ） （ 73.6 ）

計 （ 100.0 ） （ 100.0 ） △ 5,236 （ △ 9.9 ） （ 100.0 ）

（ ） （ ） （ ） （ ）
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